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②中間支援組織の実態把握と連携の可能性検証 （2016年～2019年）

◇概要

◇現状と課題

◇研究方法

◇研究結果と成果

中山間地域をはじめとした農山村では、人口減少や高齢化の進展によって集落機能の低下が進ん

でいます。島根県では、公民館区等の範囲を基本とした「小さな拠点づくり」を進めていますが、行政

職員の人員減によるマンパワー不足や行財政の緊縮化などリソースが限られてくることが想定される

ため、各分野において専門的な支援が可能な中間支援組織と協働した新たな支援体制づくりに着手

しています。本研究では、これらの実態把握に加えて、中間支援組織による効果的な支援に必要な手

法・条件整備について検討を行いました。

中間支援組織による地域づくり支援が果たす役割について、事業の検証・分析を中心として調査研究

を行いました。

①中間支援組織の組織体制、支援内容の把握

②中間支援組織の地域活動への波及効果

③市町村との地域づくり支援における共同の可能性と課題

中間支援組織の活動は、都市部をはじめとしたNPOや市民活動の分野では盛んなものの、中山間

地域をはじめとした地域づくり支援の分野では市町村・地域ともに認知が進んでいないのが現状です。

中間支援組織が地域づくり支援に関わることが地域にどのような影響・効果を与えるのかを明らかに

することや、協働するための条件整備が必要となっています。

2016〜19年度の４ヵ年、県による「中間支援組織による地域支援業務」を受託した組織は７組織あり

ました。法人格や組織規模は異なるものの、市町村と協働した支援が実施されました。本研究では、

主たる事業での支援先によって「地域伴走型」と「企業型」に分類しました。地域伴走型は、主に地域

組織を対象とした地域づくり支援を展開しており、事業規模が小さく人員も限られています。企業型は、

主に自治体等を対象として計画の策定、ビジョンづくりなどのコンサルティング業務を実施しており、事

業規模が大きく複数事業が展開されています。

地域伴走型支援では、地域組織の地域ビジョンや計画づくりにおいて住民に近い立ち位置からの

ファシリテーションや共同作業を通した関係性構築が行われており、地域に応じた柔軟な支援が展開

されています。企業型支援では、自治体等での計画づくりなどで培われてきた豊富な経験に基づいた

パッケージ的な支援や外部有識者なども巻き込んだイベント的な支援も見られました。それぞれ重な

る部分もありますが、地域へのアプローチ手法で差異が見られました。

本研究では、中間支援組織を地域伴走型と企業型に分類したが、地域へのアプローチ方法は大きく

異なり、それぞれの持つ強みと弱みを把握した上での支援が求められています。そのためには、地域

づくり支援の現場における中間支援組織によるインプットとアウトプット、支援終了後の地域での継続

性などの視点からの検証が必要です。



研究成果データ

表１．県事業中間支援組織の一覧
（2016〜19年：島根県事業）

◇連絡・問い合わせ先
島根県中山間地域研究センター 企画情報部 地域研究科
担当 主任研究員 東 良太、研究企画監 有田 昭一郎
〒690-3405 島根県飯石郡飯南町上来島1207番地
TEL：0854－76－3846 FAX：0854－76－3758
E-mail：azuma-ryota@pref.shimane.lg.jp H P：http://www.pref.shimane.lg.jp/chusankan/

表２．中間支援支援組織の支援内容
（2016〜19年：島根県事業；一般社団法人スクナヒコナ）

図１．中間支援組織と連携・協働の有無
（2018年：中国５県研究）

図３．中間支援組織との今後の連携・協働の意向
（2018年：中国５県研究）

図２．中間支援組織との連携・協働に必要な条件
（2018年：中国５県研究）

図４．類型別中間支援組織の業務割合（参考値）
（2016〜19年：島根県事業）※事業内容が異なるため参考資料


